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１．はじめに

⃝ 平成３０年９月４日、強い勢力を保ったまま当社管内を縦断した台風２１号により、延べ
約２２０万軒が停電となり、延べ１，３００本以上の電柱が折損等するなど、広範囲にわたって
甚大な被害が発生しました。

⃝ 停電発生以降、国や自治体をはじめ、協力会社や他電力など多くの方々のご協力を得ながら、
当社グループの総力を挙げて復旧活動に取り組んだものの、一部では復旧までに２週間以上を要し、
その間に、停電状況や復旧見通しの情報をきちんとお伝えできず、多くのお客さまや自治体の皆さまに
ご不便とご迷惑をお掛けしましたこと、改めてお詫び申し上げます。

⃝ そうした反省を踏まえ、本委員会において、台風２１号への対応を検証し、今後、大規模災害が
発生した場合にも、的確に対応することができるよう、「停電の早期復旧」「お客さま対応」「自治体と
の連携」という観点から、様々な課題について対策を幅広く検討し、この報告書を取りまとめました。

⃝ 当社グループの最大の使命である電力の安全・安定供給のため、今回取りまとめた対策を着実に
実施していくとともに、得られた教訓をしっかりと継承していくことで、南海トラフ地震をはじめとする不時
の災害に対し、真に強靭な事業基盤を作り上げていくよう、たゆまぬ努力をしてまいります。

⃝ 本報告書を取りまとめるにあたり、お客さまや自治体の皆さま、社外有識者の方から、多くのご意見を
頂戴しました。心より厚く御礼申し上げます。引き続き、ご指導とご鞭撻を賜りますようお願い
申し上げます。

関西電力株式会社

取締役社長 岩根 茂樹
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２．台風２１号の概要と停電軒数推移

＜台風の進路＞
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(万軒)

＜停電軒数推移＞

延べ220万軒の停電
（参考）阪神淡路大震災260万軒

【停電軒数最大時の内訳】
（9/4 21時断面）

大阪府： ９７万軒
京都府： １５万軒
兵庫県： １６万軒
奈良県： ５万軒
滋賀県： １０万軒
和歌山： ２４万軒
福井県： ０万軒
三重県： １万軒

計：１６８万軒

9月４日（火）12時頃：徳島県南部上陸
13時頃：兵庫県（洲本市）上陸

【最大瞬間風速】
関西空港（大阪府田尻町）：５８.１m/s
和歌山市 ：５７.４m/s

（ＮＨＫホームページ 気象情報）
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３．対応の振り返りと課題
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エリア間・他電力からの応援

コールセンター体制増強

停電に関するお客さまのお問い合わせが自治体に集中

大部分の復旧に3日間
との見通し公表

復旧に時間を
要する地域を公表

ホームページ上に入力フォーム開設

ＳＮＳ等の発信強化

自治体を通じたポータブル発電機のご提供

地域ごとの復旧見通しを明確に示せない状態

強
化
施
策

コールセンターがつながりにくい状況

停電情報共有システムがダウン

(1日後 0時)
△約81%
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9/20 17:51
停電の復旧完了

（
）

課題（１）停電の早期復旧
① 被害全容の把握に時間を要した。
② 停電状況と復旧見通しの情報提供に時間を要した。
③ 被害規模が大きく停電復旧に時間を要した。
④ 障害物・土砂崩れ等により停電復旧に長時間を要した。

課題（２）お客さま対応
① お客さまに停電状況・復旧見通しを十分に情報発信できなかった。
② 長期間にわたり、コールセンターに電話がつながりにくい状況となった。
③ お客さまにとって、主な問い合わせ窓口がコールセンターしかなかった。

課題（３）自治体との連携
① 自治体に停電状況・復旧見通しを的確に提供できなかった。
② 停電の復旧等に関する平時からの具体的な情報連携が不十分だった。
③ 自治体との災害時の情報連絡体制が不十分だった。



5

The Kansai Electric Power Co., Inc.

今季台風期までに

○新技術導入や応援体制の機動的確保等によって、停電の早期復旧の体制を整える。
○停電状況をタイムリーにお伝えするとともに、台風被害発生から一両日中に停電復旧見通し
を公表し（配電営業所単位）、復旧の進展にあわせて更新する仕組みを導入する。

○お客さまが、様々なチャネルを通じて、停電状況や復旧見通し等の情報について、より容易に
アクセスいただける。

○自治体さまと災害に備えた協議を進め、自治体さまと当社それぞれの役割分担を明確にし、
相互の連携・協力体制を強化する。

４－１．対策の基本的な考え方

さらに将来的には

○災害に強い設備形成もあわせて進めながら、さらなる復旧の迅速化を図る。
○配電線事故に起因するもの以外の停電（自動で把握できない停電）も含め、リアルタイム
で戸別単位の停電状況と復旧見通しを把握する。

○お客さまは、停電状況や復旧見通しについて、戸別単位のきめ細かい情報にアクセスいただ
ける。

○自治体さまと相互連携・協力体制の継続的な改善を図る。
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お客さま

当社

停電軒数

時間

台風21号対応時

停電復旧の早期化

ＨＰ

４－２．対策の概要（今季台風期イメージ）

自治体さま

必要な
住民支援

地域の状態を速やかに把握多様なチャネルで必要な情報をご確認いただける環境へ

ラジオ

テレビ

停電情報メールや状況説明訪問
等にて、きめ細かくタイムリーに
停電情報、復旧見通しをお届け

・飛散物防止の注意喚起
・地域に応じた設備形成 等

・自治体さまとの連携強化
・自社での障害物除去
方法(重機導入等)の確立 等

・調査班や新技術（ドローン等）を活用した
被害の早期把握に向けた体制強化
・広域応援体制の強化 等

きめ細かくタイムリーに停電情報、復旧見通しをお届け
発生直後（一両日中） 状況の進展にあわせて

停電情報、復旧見通しを
速やかにご提供（配電営業所単位）

応援状況や復旧の進捗を踏まえて
復旧ステータスもご提供

地域 停電軒数 復旧見通し

○○市 約○○○軒 明日中 本日中

調査中

地域 停電軒数 ステータス 復旧見通し

○○市 約○○軒 復旧
手配済み

被害の抑制

復旧体制

山間部等の復旧早期化

停電を
より早期に解消

復旧ステータスを新たにご提供

Ｌアラート

ＨＰ SNS

プッシュ型
アプリ

新たに開発

・情報連絡体制の確立
・平時からの協議・連携
（障害物除去、優先復旧施設
等に関する調整、防災訓練等）

台風２４号から実施済み

コールセンター

新たに活用
フォーム改善強化

○○市
○○町

約○軒 山間部等は
詳細調査中

○さんの
登録住所
で停電が
発生いた
しました。
詳細

強化

強化

強化

自治体さま
との連携
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〇停電情報の共有
・関西電力と防災関係機関とのホットラインを構築し、情報共有の体制を整備する。

〇早期復旧対策
・停電の早期復旧を図るため、関西電力と道路管理者の調整会議を設置し、情報を共有
する。
・優先復旧・臨時供給の対象となる重要施設リストを作成し、関西電力と情報を共有する。

〇停電の影響緩和
・停電が長期化している地域に対し、行政関係機関等が所有する可搬型の非常用自家発
電機を貸与する仕組みを構築する。

５．京都府さまでご検討頂いた、自治体さまとの具体的な連携事項

※ 「平成３０年度災害対応の総合的な検証（最終報告書）【概要】」より抜粋
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対 策
実施スケジュール

今年度内に
来季

台風期までに
中長期的に
(概ね３年)

①被害全容の早期把握に向けた体制整備と調査方法の改善

・調査班の早期増強

・設備被害情報収集の運用ルールの整理
・端末（スマホ）導入
・収集データの社内システムとの連携

・ドローン等の新技術の活用

・現行スマートメーターデータを活用した停電情報の効率的収集施策の検討
・次期スマートメーターシステムの機能検討・研究
・次期スマートメーターデータ活用による停電把握の効率化

②停電情報を収集するシステムの強化

・ハードウエア増強
・情報の大量処理・精度向上に向けたシステム強化・再設計

・システム停止時の運用フロー明確化

・過去の復旧実績や被害調査進展に基づく復旧見通しの早期想定
・システム改修にあわせた復旧見通し想定の改善

参 考：対策（１）停電の早期復旧 (1/2) ：実施または実施済
：検討し判断

対策の方向性

設備被害の把握を迅速に実施したうえで、復旧見通しを早期にお示しする。
体制の機動的増強等を行うとともに、自治体との連携を強化し、自然災害時の早期
復旧を目指す。

P12

P13
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対 策
実施スケジュール

今年度内に
来季

台風期までに
中長期的に
(概ね３年)

③-Ⅰ 広域応援体制の強化

・社内（エリア、部門）における役割分担、応援体制の整理

・社外（他電力、関係会社、他企業）との役割分担、応援体制の整理
・他電力との仕様の共通化の検討

③-Ⅱ 被害抑制に向けた取組みの強化

・飛散物防止に関する注意喚起の強化
【関連：(2)お客さま対応①（11ページ）】

・地域に応じた設備形成方法の検討

④障害物・土砂崩れ箇所等の対応方法の整理

・自治体との早期連携に向けた事前協議
・道路情報の円滑な把握（道路情報(道路名称・道路管理者)と社内システムの連携 等）

・自社での障害物除去方法の確立（重機導入を含む）

参 考：対策（１）停電の早期復旧 (2/2) ：実施または実施済
：検討し判断

対策の方向性

設備被害の把握を迅速に実施したうえで、復旧見通しを早期にお示しする。
体制の機動的増強等を行うとともに、自治体との連携を強化し、自然災害時の早期
復旧を目指す。

P14

P15
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対 策
実施スケジュール

今年度内に
来季

台風期までに
中長期的に
(概ね３年)

①停電状況・復旧見通しに関する情報発信の強化

・台風襲来前の注意喚起（飛散物防止等）について、ホームページ等での発信に加え、
プレスに協力依頼

・プレス発表、ホームページ、ＳＮＳ、ラジオＣＭに加え、ＴＶＣＭ・新聞広告での情報発信

・Ｌアラート等を活用した情報発信ルート多様化

・停電情報アプリの開発、運用開始（停電情報のプッシュ型通知）

②コールセンターの受付機能の強化

・社員による応援体制、本店における臨時受電ブースの構築

・送配電用件に特化したコールセンターの構築、他電力との連携による相互応援

③コールセンター以外の非常時受付機能の構築

・自動で把握できない停電に関する申し出フォームの開設、改善
・同フォーム入力者への返信機能の追加

・モニター情報（設備被害等の情報）収集フォームの開設
・モニター情報収集アプリの開発、それに応じた他システムの連携

参 考：対策（２）お客さま対応 ：実施または実施済
：検討し判断

対策の方向性

コールセンターの受付機能強化とともに、それ以外の受付チャネルを拡大し、お客さま
の当社へのコンタクト機会を増やす。
また、お客さまに、よりご安心いただけるよう、プレス発表、ホームページ、ＳＮＳ等を
活用したわかりやすく丁寧な情報発信を行う。

P16

P17

P18

P19
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対 策
実施スケジュール

今年度内に
来季

台風期までに
中長期的に
(概ね３年)

①大規模停電時の自治体への情報提供方法の改善

・自治体のご要望に応じたより正確な停電情報の提供
・復旧見通し・停電復旧状況に関するきめ細かな情報提供

【同：(1)停電の早期復旧②（5ページ）】

②停電の早期復旧に向けた事前連携の充実・強化

・停電復旧作業を妨げる障害物除去に関する事前協議 【同:(1)停電の早期復旧④（6ページ）】

・自治体把握の優先復旧先に関する事前協議（情報共有・自衛措置（自家発電等）に関する連携）

・当社および自治体の情報連絡手段を活用した停電・復旧状況の周知に関する協議

・停電長期化のおそれのある地域でのポータブル発電機の貸し出し・役割分担に関する整理

③災害時の情報連絡体制の確立、強化

・災害時の電話等での連絡先の事前相互確認

・広範囲の停電が継続する場合に、自治体対策本部に社員を派遣する等、さらなる情報連携の強化

参 考：対策（３）自治体との連携 ：実施または実施済
：検討し判断

対策の方向性

平時から、災害時の具体的な活動を意識した内外の情報連携を強化するとともに、
災害時には、自治体のご協力を得ながら、停電の早期復旧と、住民への的確な
情報提供ができる体制を構築する。

・システムハードウエア増強、復旧見通し早期想定

・停電情報を収集するシステムの強化・再設計

・システム改修にあわせた復旧見通し想定の改善
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参 考：被害全容の早期把握に向けた体制整備と調査方法の改善

○ 被害全容の把握に向け、早期かつ可能な限りの人的資源を投入し調査班を増強する。
○ 配電部門以外の社員による応援や関係会社との連携を円滑にするため、調査の着眼点や
様式の整理を実施し、投入可能なマンパワーの最大化を図る。

○ 社内システムの活用や新技術導入により、より効率的な被害情報の収集を図る。

ホームページ
やＳＮＳで
の情報発信

社内の
情報共有

社内の
情報共有

現在の実施方法 改善後

ハンド作業

ホームページ
やＳＮＳで
の情報発信

ドローン等の
新技術の活
用も検討

スマホ導入

配電部門以外
からの応援社員

関係会社
との連携

アプリ活用等による
円滑な写真データ等のアップ

スマホ導入
：来季台風期までに実施（一部導入済）

調査班の増強
：今年度中に実施

ドローン等の新技術活用
：今年度中に検討し判断
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・発生した配電線事故数に対し、過去の復旧実績から見通しを想定。配電営業所単位でお知らせする。

○ 復旧見通しの情報提供に当たって、内容の充実化を図る。

地 域 停電軒数 復旧見通し

大阪府
泉南郡岬町、和泉市
（岸和田配電営業所 管内）

約５０軒 本日(10/1)中に復旧の見通し。

和歌山県

東牟婁郡串本町、
東牟婁郡古座川町、
東牟婁郡那智勝浦町
三重県南牟婁郡紀宝町
（新宮配電営業所 管内）

約４，７６０軒 本日(10/1)中に大部分を復旧、明日(10/2)には復旧を
目指すが、山間部等一部地域は詳細調査を実施中。

発
生
直
後
（
一
両
日
中
）

被
害
調
査
進
展

地 域 停電軒数 ステータス 復旧見通し

○○府
○○市
○○市○○町

約２０軒 復旧手配済み 本日中に復旧の見通し。

○○県

○○町
○○町

約３００軒
復旧手配済み 本日中に復旧の見通し。

○○町 約５０軒 調査中
明日には復旧を目指すが山間部等一部地域は詳細
調査を実施中。

・被害箇所調査の結果に加え、応援状況や復旧の進捗を踏まえて復旧見通しの情報提供を実施

復旧の進展状況を記載

参 考：停電情報を収集するシステムの強化（復旧見通しの想定、提供）

実施済み

今年度中に実施

（台風24号対応の際にお示しした復旧見通しを一部抜粋したもの）
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参 考：広域応援体制の強化（体制確保）

○ 早期復旧に向け、応援体制を強化する。
○ 社内：エリア間・部門間の応援のさらなる強化を図る。
○ 社外：他電力と復旧応援に関する早期化の議論を進める。

関係会社、他企業とも連携し、早期の応援体制構築に向けて役割分担の整理を行う。

○ ○

○

○

○

姫路

田辺

相生

社

明石

新宮

○

○

停電多数

特殊事情で
停電長期化

関電工事協力会

関西電気工事工業会

メーカー

関係会社：早期の応援手配に向けた事前協議や契約締結
（設備被害調査、停電調査、伐採） 等

他電力：
早期応援に向けた応援スキームの見直し
・自発的に応援準備し、準備状況を当社に共有
・応援要請前に当社近傍まで移動 等

他電力 他電力

他電力：
応援業容の拡大
・発電機車、建柱車
・状況に応じて調査、伐採、復旧等を追加

来季台風期までに実施
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○ 山間部等の早期復旧に向けては、自治体との連携が不可欠であり、早期連携に向けた
事前協議を進めていく。
また、当社による障害物除去（重機の導入を含む）についてもあわせて検討していく。

電柱等の
配電設備

土砂崩れによる通行不可

多目的作業車（ウニモグ）

倒木による通行不可

復旧ができる道路幅の確保のため、
倒木や土砂等のガレキ撤去が必要

参 考：障害物・土砂崩れ箇所等の対応方法の整理（障害物除去）

来季台風期までに実施
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情報発信
方法

情報発信の
主な内容

お客さまが
知りたい情報

参 考：台風による大規模停電時における今後の情報発信について（イメージ）

■台風による影響の最終
情報発信

■おわびと御礼

■停電状況
・停電地域、戸数
・設備被害状況
■復旧見通し

■停電状況
・停電地域、戸数
・設備被害状況
■復旧見通し
■復旧ステータス

■停電の可能性
■被害の想定

台風襲来中

台風襲来後

停電復旧後

台

台

台

台

台風襲来前

（※１）TVＣＭ・新聞広告も検討

■プレス
■ホームページ・ＳＮＳ
■ラジオＣＭ（※１）

■ホームページ・ＳＮＳ

：新規
：強化

■復旧見通し
■復旧ステータス

■プレス
■ホームページ・ＳＮＳ
■ラジオＣＭ（※１）
■停電情報アプリ
■広報車

■プレス
■ホームページ・ＳＮＳ
■ラジオＣＭ（※１）
■停電情報アプリ
■Ｌアラート

■自動で把握できない
停電申出フォームの
設置・紹介

■停電状況
■設備に関する注意喚起（感電など）
■情報発信チャネルの紹介
■コールセンター輻輳状況

■被害の想定
・過去の類似台風に基づく
想定（停電の規模、日数）

■公衆災害防止
■停電への備え
■飛散物防止の注意喚起
■情報発信チャネルの紹介
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参 考：現停電情報共有システムを活用した停電情報アプリ

（１）利用登録
①アプリのインストール
②名前、住所登録（複数登録可）

○さんの登録住所で、
○時○分頃に停電が
発生いたしました。

ご不便、ご迷惑をおか
けしますが復旧まで今
しばらくお待ちください。

詳 細

停電情報共有システム

ホームページの停電情報と
同じ内容をアプリで表示
・停電発生地域
・停電軒数
・復旧見通し 等

（２）停電発生時にプッシュ通知
登録エリアと停電発生エリアが合致する
場合、停電発生時刻等をプッシュ通知

お客さまのスマートフォン

他システムとも連携を検討
当社アプリ以外の既存の
防災アプリ、電力小売会社等
との情報連携を検討

来季台風期までに実施

（イメージ）
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参 考：送配電用件に特化したコールセンター（送配電コールセンター）の増設

お客さま

小売フリーコール
0800-777-8810

ｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞ
ｻｰﾋﾞｽ ショートメッセージサービス（SMS）で

停電情報サイトへのリンク送付 電話交換機

引越

お客さま

送配電フリーコール
0800-777-3081

料金

その他

停電

停電

当社
設備関係

オペレーター：400～500席小売コールセンター

送配電コールセンター【増設】
ｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞ
ｻｰﾋﾞｽ

＜非常時の連携イメージ＞

＜他電力との非常時協力体制＞

関電ブース 他電力ブース

停電等の非常時には、他電力との同一拠点において、他電力の送配電コールセンターから受電者の応援をいただく。
（協力しあう他電力エリアが停電時には当社オペレーターを他電力ブースへ派遣応援）

非常時の社員受電応援

電話交換機

他電力と同一の拠点にもブースを構築

オペレーター 最大：100席
（通常：40席）

2020年1月実施
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○ 台風21号襲来から３日後、停電エリア以外で不具合のあるお客さま向けに申込受付フォームを開設。

参 考：自動で把握できない停電申込受付フォームの開設

自動で把握できない
停電事象の案内

停電復旧の流れの解説

申込フォーム

実施済み
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参 考：台風２１号対応検証委員会の概要

台風２１号対応検証委員会の設置（9/14プレス発表資料）

１．目 的 ： 台風２１号への対応の検証を通じて、今後の大規模災害時に、より的確で盤石な対応を図るため、
対応全般に係る課題の抽出、改善策の検討を行う。

２．検討課題 ： （１）停電の早期復旧

（２）お客さま対応

（３）自治体との連携

３．期 間 ： ２０１８年９月１４日（金）に第１回委員会を開催し、１２月末を目途に取りまとめを実施する。

台風２１号対応検証委員会の体制

停電復旧検証部会

長期停電お客さま対応検証部会

お客さま対応検証部会

自治体連携検証部会

台風21号対応検証委員会
計６回開催

計５回開催

計４回開催

計４回開催

＜委員長＞ 岩根社長
＜委員長代理＞ 土井副社長・送配電カンパニー長
＜委 員＞ 関係役員、支社長
＜事務局＞ 総務室
＜開催実績＞ 第１回： ９月１４日（金）

第２回：１０月 ４日（木）
第３回：１０月２５日（木）
第４回：１１月２７日（火）
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参 考：阪神淡路大震災との比較

○ ○

○

○

○

姫路

田辺

京都下○
相生

社 三田

明石

新宮

○

○
○

平成７年 阪神淡路大震災

75

琵琶湖

○ ○

○

○

○

姫路

田辺

相生
社

明石

新宮

平成３０年 台風２１号

○

○

64

64

72

73

琵琶湖

1～10%

11～40%

41～59%

60～大

中

小

微

営業所別の
配電設備被害率%

台風経路

営業所別
被害率（%） 施設数（回線）

事故数（回線）
＝ ×100

震源地

事故：649回線
停電：260万軒

事故：3765回線
停電：220万軒
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参 考：停電復旧の流れ

高圧線

③変圧器
故障

変圧器

引込線

高圧線

×
変圧器

②高圧線
断線

①電柱
折損

×

④引込線
断線

引込線

高圧線

上記のような被害が発生した場合は、基本的に以下の手順で電気を復旧しております。

被害状況
調査・確認

保安
措置

①電柱
の復旧

②高圧線
の復旧

③変圧器
の復旧

④引込線
の復旧

順次、停電範囲を小さくしながら、電気の復旧を進めております。

【停電復旧状況】

×

×


